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様式第３号（第５関係）

指　名　競　争　入　札　心　得

１　趣旨

　　岩手県が発注する県営建設工事の請負契約に係る指名競争入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）は、この入札心得、配布された仕様書、図面又は閲覧に供した仕様書、図面、契約書案及び添付書類等（以下「設計図書等」という）を熟覧のうえ入札しなければならない。
２　入札方法

(１) 入札参加者は、入札書及び工事費内訳書等（総括）（以下「入札書等」という。）を次のいずれかの方法により提出しなければならない。
ア　電子入札システムによる方法（以下「電子入札」という。）

イ　紙媒体による方法（以下「紙入札」という。）

(２) 前項の方法以外の方法により提出された入札書等は受理しない。
(３) 入札書等は、指名競争入札通知書で指定した提出先に提出期限までに到達しなければならないものとし、提出期限を過ぎて到達した入札書等は、理由の如何にかかわらず受理しない。

(４) 電子入札対象工事では、原則として紙入札は認めないものとする。ただし、次に掲げる事由のいずれかに該当し、紙入札による参加を入札担当課等の長があらかじめ承諾したときは、この限りでない。この場合において、開札から落札決定までの間、当該紙入札は、岩手県電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）により取り扱うものとする。
ア　電子証明書（以下「ＩＣカード」という。）が失効、閉塞、破損等で使用できないため、ＩＣカード再取得のための申請又は準備中の場合
イ　天災、広域・地域的停電、プロバイダ・通信事業者に起因する通信障害及び認証局に起因する障害等が発生し、提出期限までに入札書を提出することができないと認められる場合

ウ　使用機器等の障害等により提出期限までに入札書を提出することができないと認められる場合

(５) 前号ただし書に該当するときは、入札参加者は、入札担当課等の長に紙入札参加承諾願（県営建設工事に係る電子入札運用基準（平成17年１月12日付け総務第839号）様式第１号）を提出し、その承諾を得るものとする。

３　入札書記載金額

　　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。

４　入札等
(１) 入札書は、電子入札にあっては電子入札システムにより提出するものとする。

(２) 入札参加者は、紙入札において代理人に入札をさせるときは、その委任状を持参させなければならない。

(３) 電子入札システムによらずに紙入札で入札書を提出する場合は、入札書には、次の事項を記載しなければならない。

　ア　入札年月日

　イ　頭書に「入札書」である旨記載

　ウ　入札金額

　エ　入札件名（工事名）

　オ　宛名（本庁発注工事にあっては岩手県知事（出先機関発注工事にあっては、発注機関の長）とする。なお、氏名の記入は不要とする。記載例：岩手県知事　様、○○広域振興局長　様、○○事務所長　様など）

　カ　入札参加者住所・氏名（委任された者が入札を行う場合は、委任者住所・氏名及び受任者氏名を記載したうえで、頭書に「代理人」と記載するものとする。）
(４) 一度提出した入札書等の書替え、引換え又は撤回は認めない。なお、紙入札において、提出前の入札書の記載事項の訂正は訂正印を押印することとするが、入札金額の訂正は認めない。

(５) 入札書は、入札執行者の指示に従い提出しなければならない。
(６) 入札参加者は、開札前又は開札後において入札書に記載した入札額に係る数量、単価及び金額を明らかにした工事費内訳書の提出を求められたときは、発注機関の指示に従い、提出しなければならない。なお、提出された工事費内訳書は、返戻しない。
５　入札の辞退

(１) 指名を受けた者は、入札書の提出に至るまでは、いつでも入札を辞退することができる。ただし、提出した入札書の書換え、引換え又は撤回をすることはできない。

(２) 電子入札において指名を受けた者が入札を辞退するときは、入札書の提出期日に電子入札システム上で入札辞退の操作を行うこと。なお、２(4)ただし書の場合は、入札書提出期日の前日までに入札辞退届（別添１）を入札執行機関に直接持参又は郵送すること。

(３) 紙入札において指名を受けた者が入札を辞退するときは、次に掲げるところにより申し出なければならない。

　ア　入札執行前にあっては、入札辞退届（別添１）を入札執行機関に直接持参又は郵送（入札日の前日までに到着するものに限る。）すること。

　イ　入札執行中にあっては、入札辞退届（別添１）又はその旨を明記した入札書を、入札を執行する職員に直接提出すること。

(４) 入札を辞退した者は、これを理由として以後の入札参加について不利益な取扱いを受けることはない。

(５) 辞退の届出を行わずに無断で入札に参加しなかった者は、開札後に不参理由書（別添２）に詳細な理由を明記して速やかに契約担当者に報告しなければならない。この場合において正当な理由がないと認められるとき又は同一の者が再三にわたり不参となったときは、指名停止等の措置を行うことがある。

６　入札の延期、取りやめ等
(１) 天災、地変等により入札執行が困難なときは、入札を延期し、中止し、又は取りやめることがある。
(２) 入札参加者の質問等により設計図書等の表示誤りや不明確な表示などが判明した場合で、当該事由の判明時期が入札書等提出期限以前であるときは、訂正後の設計図書等をホームページ等により閲覧に付すとともに、入札書等提出期限、開札日等について延期することがある。この場合、変更後の入札書等提出期限、開札日等についてはホームページで示すものとする。

(３) 発注機関の長は、入札公告、設計図書等に不備があり、入札参加者の適切な入札が行われないと認められるときは、入札公告で示す入札手続等を取りやめることがある。

(４) 入札参加者が連合し、又は不穏な行動をなす等の場合において、入札を公正に執行することができないと認められるときは、当該入札参加者を入札に参加させず、又は入札の執行を延期し、若しくは取りやめることがある。また、この場合において既に入札が執行されているときは、入札を無効とすることがある。

(５) 入札辞退者が多数生じ、競争入札の趣旨が失われると認められる場合には、入札を取りやめることがある。

７　入札の無効等

　　次の各号のいずれかに該当する入札は無効とする。

(１) 民法（明治29年法律第89号）第90条（公序良俗違反）、第93条（心裡留保）、第94条（虚偽表示）又は第95条（錯誤）に該当する入札

(２) 紙入札において、委任状を持参しない代理人のした入札

(３) 紙入札において、入札書に記名押印をしていない入札又は工事費内訳書（総括）に記名押印をしていない入札

(４) 紙入札において、金額を訂正した入札

(５) 紙入札において、誤字、脱字等により必要事項が確認できない入札

(６) 明らかに連合その他の不正な行為によると認められる入札

(７) 同一工事の入札について他人の代理人を兼ね、又は２人以上の代理をした者の入札

(８) 紙入札において、共同企業体にあっては、その構成員全員の記名押印をしていない入札（あらかじめ共同企業体の代表者に入札の権限に係る委任を行っている場合を除く。）
(９) 電子入札において、開札時まで有効なＩＣカードを有しない者のした入札

(10) 電子入札において、提出した入札書に工事費内訳書（総括）（様式第４号）の添付がない入札

(11) 電子入札において、入札担当課等の長の承諾を得ずに、又は指示によらずに紙入札をした入札

(12) 同一案件において、電子入札と紙入札を二重にした入札

(13) 電子入札において、入札参加者又は第三者によるかを問わず、不正な手段により改ざんされた事項を含む入札

(14) 一定の資本関係又は人的関係のある複数の者のした入札

(15) その他入札に関する条件に違反した入札

８　落札者の決定

(１) 入札を行った者のうち、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を落札者とすることがある。

(２) 入札執行回数は１回とし、この限度内において落札者がいないときは入札を打ち切る。

(３) 落札となるべき同価格の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに、当該入札をした者にくじを引かせて落札者を決定する。この場合において、当該入札をした者のうちくじを引かない者があるときは、これに代わって入札事務に関係のない職員にくじを引かせる。ただし、電子入札にあっては、電子入札システムに装備されている電子くじにより落札者を決定するものとする。

９　公正な入札の確保

(１) 入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号）等に抵触する行為を行ってはならない。

(２) 入札参加者は、入札に当たっては、競争を制限する目的で他の入札参加者と入札価格又は入札意思についていかなる相談も行わず、独自に入札価格を定めなければならない。

(３) 入札参加者は、落札者の決定前に、他の入札参加者に対して入札価格を意図的に開示してはならない。

10　契約締結の留意事項

(１) 落札者の決定後、請負契約書を作成し契約が確定するまでの間において、当該落札者が次に掲げるいずれかの事由に該当した場合は、当該落札者と契約を締結しない。

　　ア　建設業法（昭和24年法律第100号。以下「法」という。）第27条の23第２項に規定する経営事項審査の有効期間（経営事項審査の審査基準日から１年７月）を経過した場合

　　イ　法第28条第３項又は第５項の規定により営業の停止（対象工事の入札の参加又は受注を禁止する内容を含まないものを除く。）を対象工事に対応する業種について命ぜられた場合
　　ウ　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている場合（県土整備部長が別に定める入札参加資格の再認定を受けた場合を除く。）

　　エ　県営建設工事に係る指名停止等措置基準（平成７年２月９日付け建振第281号）に基づく指名停止を受けた場合
(２) 契約にあっては、工事の全部若しくはその主たる部分又は他の部分から独立してその機能を発揮する工作物の工事を一括して第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。

(３) 契約にあっては、この工事に（法第26条第３項に該当するものについては専任で）、開札日前３ヶ月以上継続して雇用している技術者（法に定める経営業務の管理責任者及び営業所専任技術者を除く。）を配置しなければならない。

(４) 契約締結後、現場代理人等通知書により配置技術者について通知する際には、経歴書の職歴欄に雇入れ年月日（雇用期間）を明記するとともに、監理技術者資格者証、健康保険証又は標準報酬決定通知書の写しを添付しなければならない。

（別添１）
　　年　　月　　日
岩手県知事(公所長)　様

（公告を行った者の職名を記載すること）
住所
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　印

入　札　辞　退　届
　下記の工事について指名を受けましたが、都合により入札を辞退します。
記
１　工事名
２　工事場所

３　入 札 日　　　　　　年　　月　　日　　

５　担当者
	職　名

	氏　名

	電子メールアドレス

	ＴＥＬ

	ＦＡＸ


（注）急な事情により入札期日当日に参加できなくなった場合は、事前に電話連絡のうえ、すみやかに入札辞退届を提出のこと。
（別添２）
　　年　　月　　日
岩手県知事(公所長)　様

（公告を行った者の職名を記載すること）
住所
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　印

　不　参　理　由　書
　下記の工事の入札に無断で参加しなかった理由について、次のとおり報告します。
記
１　工事名
２　工事場所

３　入 札 日　　　　　　年　　月　　日

４　不参理由

※契約担当者に連絡ができなかった理由等についても触れながら、詳細に記載すること。
５　担当者
	職　名

	氏　名

	電子メールアドレス

	ＴＥＬ

	ＦＡＸ


